
        

町村法令外負担金に関する事項 

令和５年度市町村法令外負担金については、甲府市内「県自治会館」において、市町村

法令外負担金審議会を開催し、各種団体が町村に求める令和５年度法令外負担金について

審議し、次のとおり決定した。 

全５６団体からの申請額 21,435.0 千円を認定した。 

また、県救急医療情報センターに対する委託料 3,855 千円、県医師会及び県歯科医師会

に対する令和４年度医療提供体制づくり交付金 3,901 千円をそれぞれ認定した。 

 

 

令和５年度市町村法令外負担金審議方針 

 

１ 基本方針 

市町村においては、社会保障関係費の自然増や地方創生、防災・減災対策の強化・充実等

の喫緊の課題に対応するために必要な財源が年々増加している。また、新型コロナウイルス

感染症の収束の見通しが立たない中で、ウクライナ情勢等による物価高騰も加わり、地域経

済は極めて深刻な状況にあり、市町村財政を取り巻く環境は益々厳しさを増している。 

こうした中で、市町村は、持続的に行政サービスが提供できるよう、徹底した行財政改革

を行っているところである。 

ついては、各種団体に対しても、引き続き組織の簡素合理化や経費の節減などによる市町

村法令外負担金（以下「負担金」という。）の抑制を強く求め、負担金の審査にあたっては、

市町村の役割と厳しい財政事情等を踏まえ、次のとおり審議方針等を定め、厳正なる審議を

行い決定することとする。 

 

２ 審議方針 

(1) 市町村数については、令和 5 年 4 月 1 日現在として審議する。 

(2) 負担金は、原則、令和 4 年度認定額をもって限度とする。ただし、新型コロナウイル

ス感染症の影響による事業の中止又は縮小等に伴い生じた不用額を令和 4 年度負担金

に充当した団体は、令和 2 年度認定額をもって限度とする。 

(3) 新型コロナウイルス感染症の影響による事業の中止又は縮小等に伴い令和 4 年度に生

じる不用額を令和 5 年度に繰越す場合は、不用額を負担金に充当することとし、不用

額を控除した額を負担金とする。 

(4) 負担金の算出については、次のとおりとする。 

① 均等割単価の引き上げは、認めない。 

② 人口割・事業費割等の総額が令和 4 年度の当該総額を上回る場合は、負担率の引き下

げ等により調整すること。ただし、令和 4 年度負担金に不用額又は繰越金を充当し

た団体は、令和 2 年度の当該総額とする。 

③ 算出基礎の変更は、認めない。 

④ 算出基礎に均等割・人口割等複数の基礎を用いている場合、当該割合の変更について

は、これを認めない。 



        

⑤ 市町村の退会に伴う構成市町村への負担転嫁は認めない。 

(5) 各種団体を審査するにあたり特に着目する事項は次のとおりとする。 

① 国・県・市町村の負担割合の適正化 

② 予算額の 25％以上繰越金のある団体 

③ 負担金が予算額の 10％以下の団体 

④ 年間予算額が 50 万円未満の団体 

⑤ 現状から見直しが必要と思われる事業（各種要望・陳情活動、研修事業、会報・情報

紙の発行、助成事業、大会・イベント行事等） 

⑥ 前年度の事業実績及びその効果 

(6) 負担金審議対象団体の入退会については、市町村の意向を尊重する。 

 

３ 審議対象団体 

  原則、令和４年度交付対象団体とする。 

 

４ 団体への要請事項 

(1) 団体の設立目的に照らし、今後の団体としての存続あるいは類似団体との統合等積極

的に見直しを行うこと。 

(2) 上部団体の負担金については、軽減を図るよう強く申し入れを行うこと。 

 

５ その他 

(1) 指定する期日までに申請のない団体に対しては、負担しない。 

(2) 負担金額は、市町村法令外負担金審議会において決定する。 

 

 
令和５年度町村法令外負担金総括表 

区  分 令和５年度 令和４年度 比較 

認定団体総数 56 54 2 

認定額総額 21,435.0 千円 20,817.5 千円 617.5 千円 

各種団体内訳 

区  分 令和５年度(A) 令和４年度(B) 比較(A)-(B) 

申請団体総数 56 54 

2 

  
申請休止団体数 8 11 

除外団体数 1 1 

認定団体総数 56 54 2 

申請額総額 (a) 21,463.0 千円 20,817.5 千円 645.5 千円 

認定額総額 (b) 21,435.0 千円 20,817.5 千円 617.5 千円 

認定額と申請額との比較 (b)-(a) △28.0 千円 0.0 千円 － 



        

令和５年度町村法令外負担金の団体別認定額 

団体名 
令和５年度 

認定額 

令和４年度 

認定額 
比較 

山梨県地域ＤＸ推進協議会 280.0 280.0 0.0 

リニア中央新幹線建設促進山梨県期成同盟会 108.1 108.1 0.0 

中央東線高速化促進広域期成同盟会 70.0 70.0 0.0 

山梨県人権擁護委員連合会 238.9 240.0 △ 1.1 

公益社団法人 被害者支援センターやまなし 283.8 283.8 0.0 

公益財団法人 山梨県国際交流協会 63.0 63.0 0.0 

山梨県選挙管理委員会連合会 42.5 43.7 △ 1.2 

山梨県戸籍住民基本台帳事務協議会 28.0 0.0 28.0 

山梨県地域振興対策協議会 1,170.8 1,346.9 △ 176.1 

一般財団法人 山梨県消防協会 445.3 445.5 △ 0.2 

山梨県地方税滞納整理推進機構 284.0 284.0 0.0 

山梨県高速道路消防救急連絡協議会 126.4 126.2 0.2 

社会福祉法人 山梨県社会福祉協議会 216.0 216.0 0.0 

一般社団法人 山梨県老人クラブ連合会 77.0 81.5 △ 4.5 

山梨県保育協議会 282.0 282.0 0.0 

山梨県簡易水道協会 245.8 142.3 103.5 

公益財団法人 山梨県健康管理事業団 331.9 331.9 0.0 

環境パートナーシップやまなし 70.0 70.0 0.0 

山梨県合併処理浄化槽普及促進協議会 163.2 171.0 △ 7.8 

山梨県一般廃棄物処理事業連絡協議会 141.5 0.0 141.5 

山梨県各地域廃棄物対策連絡協議会 

（中北、峡東、峡南、富士・東部） 
3,306.0 3,301.5 4.5 

公益財団法人 富士山をきれいにする会 0.0 0.0 0.0 

山梨県林業・木材産業対策協議会 36.0 36.0 0.0 

身延線沿線活性化促進協議会 30.0 30.0 0.0 

山梨県職業能力開発協会 16.0 16.0 0.0 

山梨県地域経済牽引事業促進協議会 220.0 220.0 0.0 

公益社団法人 やまなし観光推進機構 8,106.5 8,162.5 △ 56.0 

山梨県国土調査推進協議会 321.6 271.5 50.1 

山梨県主要農作物生産改善協会 25.7 25.9 △ 0.2 

山梨県農業農村整備推進協議会 150.6 0.0 150.6 

山梨県農業委員会協議会 214.9 198.0 16.9 

山梨県道路整備促進協会 214.5 111.8 102.7 

新山梨環状道路整備促進期成同盟会 9.0 9.0 0.0 

山梨県高速道路整備促進期成同盟会 70.0 39.2 30.8 

山梨県河川砂防協会 468.0 440.0 28.0 

富士川改修促進期成同盟会 0.0 0.0 0.0 

山梨県都市計画協会 275.0 168.0 107.0 

釜無川流域下水道推進協議会 71.1 71.1 0.0 

桂川流域下水道推進協議会 4.1 4.1 0.0 

山梨県下水道協会 159.0 158.0 1.0 

山梨県用地対策連絡協議会 140.0 140.0 0.0 

山梨県公立学校施設整備促進期成会 18.0 48.0 △ 30.0 

山梨県公立学校食育推進研究会 95.8 96.3 △ 0.5 

山梨県市町村教育委員会連合会 135.5 73.4 62.1 

山梨県公民館連絡協議会 18.6 18.1 0.5 



        

山梨県社会教育委員連絡協議会 33.4 29.6 3.8 

山梨県公共図書館協会 236.6 236.6 0.0 

山梨県学校図書館教育研究会 69.2 97.2 △ 28.0 

山梨県学校保健会 93.9 94.1 △ 0.2 

公益財団法人 山梨県スポーツ協会 297.3 297.3 0.0 

山梨県小中学校体育連盟 357.3 367.4 △ 10.1 

山梨県青少年育成カウンセラー会 91.0 93.0 △ 2.0 

山梨県児童館連絡協議会 136.0 120.0 16.0 

信玄公祭り実行委員会 950.0 950.0 0.0 

山梨県町村教育長会 140.0 112.0 28.0 

山梨県町村監査委員協議会 256.2 196.0 60.2 

合   計 21,435.0 20,817.5 617.5 

注） 

申請休止団体（８団体） 

山梨県国民年金協議会、山梨県精神保健協会、山梨県食生活改善推進員連絡協議会、山梨県広報協会、

甲府圏域地方拠点都市地域整備推進協議会、南アルプス周遊自動車道整備促進期成同盟会、更生保護法

人山梨県更生保護協会、富士箱根伊豆交流圏市町村ネットワーク会議 

除外団体（1 団体） 

    山梨県博物館協会 

 

令和５年度委託料関係 

団   体   名 
令和５年度 

認定額 

令和４年度 

認定額 
比較 

1 山梨県救急医療情報センター 3,855.0 3,694.0 161.0

合   計 3,855.0 3,694.0 161.0 

 

令和４年度交付金関係 

団   体   名 
令和４年度 

認定額 

令和３年度 

認定額 
比較 

1 一般社団法人 山梨県医師会 3,678.0 3,695.0 △ 17.0

2 一般社団法人 山梨県歯科医師会 223.0 221.0 2.0

合   計 3,901.0 3,916.0 △ 15.0

 

 


